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本会議で審議いただいた事項の反映状況 （報告）
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＜大手事業者による市場の牽引＞

住宅・建築物分野の省エネ対策の進め方
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●建築物省エネ法改正
（2022年6月）

2030年
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＜全面義務化に向けた準備＞

＜関係省庁連携によるZEH・ZEB等への支援＞

＜建材・設備の性能向上＞

＜省エネ性能が高い建築物が選択される市場環境の整備＞

＜住宅・建築物の省エネ改修の推進＞
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＜義務基準の引上げ＞

2022年

●全面義務化の施行
（2025年4月）

・2030年までに
ZEH・ZEB水準に引上げ

・基準・マニュアル類の整備
・講習等の実施

・省エネ法の建材・機器TR制度の基準強化

・特に住宅の改修について、補助・税・融資を総動員して推進

＜誘導基準の強化＞
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・関連制度における基準をZEH・ZEB水準に引上げ

・住宅TR制度の対象に分譲マンションを追加するとともに、基準強化

・販売・賃貸時における省エネ性能の表示制度の強化

現状

継続的に
見直し
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本会議で審議いただいた事項の対応状況（報告）



項目日付

• 2050年カーボンニュートラル宣言
• 脱炭素社会に向けた住宅・建築物の省エネ対策等のあり方検討会（全６回）
• 同検討会とりまとめ（脱炭素社会に向けた住宅・建築物における省エネ対策等のあり方・進め方）公表
• 地球温暖化対策計画 及び 第６次エネルギー基本計画 が閣議決定
• 建築物エネルギー消費性能基準等小委員会（全６回）

建築物省エネ法の誘導基準の見直し
低炭素建築物の認定基準の見直し
住宅性能表示制度の断熱等級６・７（戸建住宅）の新設

• 社会資本整備審議会答申（今後の住宅・建築物の省エネルギー対策のあり方（第三次答申）及び建築基
準制度のあり方（第四次答申）について）

• 告示の施行
住宅性能表示制度の断熱等級５、一次エネ等級６の新設（2021年12月１日公布）

• 改正建築物省エネ法等の公布
• 建築物エネルギー消費性能基準等小委員会（全４回）

分譲マンションの住宅トップランナー基準の設定
大規模非住宅建築物の省エネ基準の見直し
共同住宅の評価法の見直し
仕様基準の簡素合理化、誘導仕様基準の新設
住宅性能表示制度の断熱等級６・７（共同住宅）の新設

• 省令・告示の施行
建築物省エネ法の誘導基準の見直し（2022年８月16日公布）
低炭素建築物の認定基準の見直し（2022年８月16日公布）
住宅性能表示制度の断熱等級６・７（戸建住宅）の新設（2022年３月25日公布）

• 省令・告示の施行
共同住宅の評価法の見直し（2022年11月７日公布）
仕様基準の簡素合理化、誘導仕様基準の新設（2022年11月７日公布）

• 建築物エネルギー消費性能基準等小委員会
省エネ法改正に伴う対応
省エネ未評価技術の評価の円滑化（2023年10月 ガイドライン公表）

• 省令・告示の施行
分譲マンションの住宅トップランナー基準の設定（2022年12月７日公布）
住宅性能表示制度の断熱等級６・７（共同住宅）の新設（2022年11月７日公布）

2020年10月
2021年４月～８月
2021年８月
2021年10月
2021年11月

2022年２月

2022年４月１日

2022年６月17日
2022年６月～７月

2022年10月１日

2022年11月７日

2023年１月

2023年４月１日

これまでの経過（2050カーボンニュートラル宣言～前回会議まで）
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本会議で審議いただいた事項の対応状況（報告）



これまでの経過（前回会議以降）
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項目日付

• 建築物エネルギー消費性能基準等小委員会
省エネ基準への適合性評価ルートの合理化
（2023年10月 仕様・計算併用法開設）
増改築時における省エネ基準への適合性評価
気候風土適応住宅の取扱い

• 省令・告示の施行
建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する基本的な方針（2023年9月25日公布）
大規模非住宅建築物の省エネ基準の見直し（2022年12月７日公布）
販売事業者等が表示すべき省エネ性能表示事項及び表示に係る遵守事項（2023年9月25日公布）

2023年５月

2024年４月１日

本会議で審議いただいた事項の対応状況（報告）



建築物エネルギー消費性能基準等小委員会等の開催状況

【議題】①建築物省エネ法の誘導基準の見直し【経産省・国交省】
②低炭素建築物の認定基準の見直し【経産省・国交省・環境省】
③住宅性能表示制度の断熱等級６・７（戸建住宅）の新設【国交省】

【議題】①分譲マンションの住宅トップランナー基準の設定【経産省・国交省】
②大規模非住宅建築物の省エネ基準の見直し【経産省・国交省】
③共同住宅の評価法の見直し【経産省・国交省】、【国交省】
④仕様基準の簡素合理化、誘導仕様基準の新設【経産省・国交省】、【国交省】
⑤住宅性能表示制度の断熱等級６・７（共同住宅）の新設【国交省】

2021年11月４日（第18回～第20回）、11月24日（第21回～第23回）

2022年６月29日（第24回、第25回）、７月11日（第26回、第27回）

2023年１月25日（第28回）
【議題】①省エネ法改正に伴う対応【国交省】

②省エネ未評価技術の評価の円滑化【国交省】

2023年５月24日（第29回）
【議題】①省エネ基準の評価ルートの簡素化【経産省・国交省】

②増改築基準【経産省・国交省】
③気候風土適応住宅の基準【経産省・国交省】
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2024年６月３日（第30回）【今回】
【議題】①中規模非住宅建築物の省エネ基準の見直し【経産省・国交省】

②住宅トップランナー基準の見直し【経産省・国交省】

本会議で審議いただいた事項の対応状況（報告）



非住宅住宅年度

• 建築物省エネ法に基づく誘導基準等の引き上げ
用途に応じてBEI = 0.6 又は 0.7（いずれも再エネを
除く）

• エコまち法に基づく低炭素建築物の認定基準の見直し
省エネ性能の引き上げ、再エネ導入によるZEBの要
件化

• 住宅性能表示制度における多段階の上位等級の運用
• 建築物省エネ法に基づく誘導基準の引き上げ

BEI = 0.8（再エネを除く）及び強化外皮基準
• エコまち法に基づく低炭素建築物の認定基準の見直し

省エネ性能の引き上げ、再エネ導入によるZEHの要
件化

2022

• 分譲マンションに係る住宅トップランナー基準の設定（目
標 2025 年度）

BEI = 0.9 程度及び省エネ基準の外皮基準
※実際はBEI＝0.8及び強化外皮基準（目標年度2026年度）で設定

2023

• 大規模建築物に係る省エネ基準の引き上げ
BEI = 0.8 程度

※審議の結果、用途に応じてBEI＝0.75/0.8/0.85で設定

2024

• 小規模建築物の省エネ基準への適合義務化• 住宅の省エネ基準への適合義務化
• 住宅トップランナー基準の見直し（目標 2027 年度）

BEI = 0.8 程度及び強化外皮基準（注文住宅トップ
ランナー以外）
BEI = 0.75 及び強化外皮基準（注文住宅トップラン
ナー）

2025

• 中規模建築物に係る省エネ基準の引き上げ
BEI = 0.8 程度

2026

• 中大規模建築物について誘導基準への適合率が８割を超え
た時点で省エネ基準をZEB基準（用途に応じてBEI = 0.6 
又は 0.7）に引き上げ、小規模建築物についてBEI = 0.8 
程度に引き上げ・適合義務付け

• あわせて 2022 年に引き上げた誘導基準の更なる引き上げ

• 誘導基準への適合率が８割を超えた時点で省エネ基準を
ZEH基準（BEI = 0.8 及び強化外皮基準）に引き上げ・適
合義務付け

• あわせて 2022 年に引き上げた誘導基準等の更なる引き上
げ

遅くとも
2030

• 継続的にフォローアップ、基準等を見直し• 継続的にフォローアップ、基準等を見直し以降

（参考）脱炭素社会に向けた住宅・建築物の省エネ対策等のあり方検討会 とりまとめ（R3.8）

住宅・建築物に係る省エネ対策等の強化の進め方について（技術基準に関する部分のみ抜粋）

※ 上記は、関係各主体が共通の認識をもって今後の取組を進められるよう省エネ対策等の強化のおおよそのスケジュールを示すものであり、規制強化の具体の実施時期及び内容
については取組の進捗や建材・設備機器のコスト低減・一般化の状況等を踏まえて、社会資本整備審議会建築分科会等において審議の上実施する必要がある。

※ 基準の引き上げについては、その施行予定時期（上表記載の時期）の概ね２年前に基準の具体的な水準及び施行時期を明らかにするように努める。 5

今回の合同会議の検討事項と関連

本会議で審議いただいた事項の対応状況（報告）



省エネ未評価技術に対する性能評価の活用

社会資本整備審議会建築分科会建築環境部会建築物エネルギー消費性能基準等小委員会（令和5年1月25日
開催）において、性能評価を大臣認定以外にも第三者認証(BELS等)にも活用可能とする方針が示された。

省エネ未評価技術等を対象として性能評価を行うにあたり、省エネ基準としての評価に必要となる想定条件、
算定方法等を検討※し、「特殊な構造又は設備を用いる非住宅建築物のエネルギー消費性能の算定方法に関す
るガイドライン」として整理・公表した。（2023年９月２５日）
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社会資本整備審議会建築分科会建築環境部会建築物エネルギー消費性能基準等小委員会（令和5年1月25日
開催）において、性能評価を大臣認定以外にも第三者認証(BELS等)にも活用可能とする方針が示された。

省エネ未評価技術等を対象として性能評価を行うにあたり、省エネ基準としての評価に必要となる想定条件、
算定方法等を検討※し、「特殊な構造又は設備を用いる非住宅建築物のエネルギー消費性能の算定方法に関す
るガイドライン」として公表した。（2023年９月２５日）

本会議で審議いただいた事項の対応状況（報告）



住宅版Webプログラムへの仕様・計算併用法の実装

住宅版Webプログラムにて、2023年10月より外皮性能は仕様基準で、一次エネルギー消費量は計算でそ
れぞれ評価する仕様・計算併用法を実装。
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仕様・計算併用法を仕様する際に選択

住宅版Webプログラム画面

抜粋 事務連絡（令和5年10月11日） 抜粋 技術的助言（国住参建第2270 号）

本会議で審議いただいた事項の対応状況（報告）



2024年4月より、大規模非住宅建築物の省エネ基準を引き上げを実施。

大規模非住宅建築物に係る省エネ基準引き上げについて

2024年4月以降に2,000㎡以上の非住宅建築物の新築・増改築工事に係る省エネ適判申請
を行う場合、引上げ後の省エネ基準が適用されます。

＜大規模非住宅建築物に係る引上げ後の省エネ基準＞

引上げ後省エネ基準［BEI］現行省エネ基準［BEI］用途

0.751.0工場等

0.801.0事務所等、学校等、ホテル等、百貨店等

0.851.0病院等、飲食店等、集会所等

注：2022年10月に非住宅建築物の誘導基準を以下のとおり引上げ。
事務所等、学校等、工場等： 0.6 ホテル等、病院等、百貨店等、飲食店等、集会所等： 0.7

増改築の場合は、2025年4月前後で、省エネ基準適合の方法・基準が変わります。

＜増改築の場合の基準適用、対象＞

2024年4月～2025年3月 2025年4月～

引上げ後の基準適用対象となる増改築：
既存部分と増改築部分の合計が2,000㎡以上となる増改築工事

適合基準：[既存部分＋増改築部分]において引上げ後の基準に適合

引上げ後の基準適用対象となる増改築：
増改築部分が2,000㎡以上※

適合基準：[増改築部分]が引上げ後の基準に適合

大規模非住宅の基準引き上げ

※今後、省令で定める予定
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２０２５年４月からの省エネ基準適合義務制度では、増改築※を行う場合も対象。増改築の場合は、増改築を
行う部分が省エネ基準に適合する必要がある。
※「増改築」には、修繕・模様替（いわゆるリフォーム）は含まれない

前回会議での審議（下図参照）を踏まえ、住宅の増改築部分の一次エネルギー消費量を算出するプログラム
を現在整備中（2024年8月にβ版（試用版）を公開予定）。
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増改築部分既存部分

仕様基準or
誘導仕様基準―外皮性能

仕様基準or
誘導仕様基準―一次エネルギー

消費性能

仕
様
ル
ー
ト

住宅 非住宅

増改築部分既存部分
（仕様ルートで確認）

※一次エネ算定に用いる外
皮性能は既定値

―
※一次エネ算定に用いる

外皮性能は既定値
外皮性能

設備仕様は設計値
（BEIのみ）

―
※一次エネ算定に用いる

設備仕様は既定値
一次エネルギー
消費性能

計
算
ル
ー
ト

増改築部分既存部分

外皮性能

設備仕様は
設計値―一次エネルギー

消費性能

※仕様基準なし

増築部分の壁、屋根、窓などに、一定の断熱材や窓等を施工することにより、増改築部分の基準適合を求める

増築部分に一定性能以上の設備（空調、照明等）を設置することにより、増改築部分の基準適合を求める

増改築の評価
本会議で審議いただいた事項の対応状況（報告）



外皮基準における気候風土適応住宅の取扱については、今後の基準省令の改正（2024年夏頃公布予定）において、従来の附
則から本則に移行予定。

前回会議で審議いただいた気候風土適応住宅要件の追加に係わる告示786号の改正は、2024年夏頃公布予定。

これらを踏まえた「気候風土適応住宅の解説」（運用ガイドライン）についても、2024年夏頃改定予定。
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（参考）通常の住宅気候風土適応住宅見直し（案）

仕様基準に適合すること適用除外外皮基準仕様
ルート 仕様基準に適合すること仕様基準に適合すること一次エネルギー基準

性能基準に適合すること適用除外外皮基準

計算
ルート

WEBプログラムによる確認WEBプログラムによる確認

一次エネルギー
基準

当該住宅の外皮性能 + 当該住宅の設備標準の外皮性能（既定値）+ 当該住宅の設備設計一次エネルギー消費量

標準の外皮性能 + 標準の設備標準の外皮性能 + 標準の設備基準一次エネルギー消費量

≦

○外皮性能の見直し

○気候風土適応住宅の要件の見直し

気候風土適応住宅
本会議で審議いただいた事項の対応状況（報告）

※2023年5月
建築物エネルギー消費性能基準等小委員会
資料抜粋


